
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 財務部財政課 ■担当係 管財係

146

評 価 事 業 名 称 岩手県安全運転管理者部会連合会会費

020100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

安全運転管理者の知識の習得及び職場の交通安全意識の高揚。安全運転管理者団体
会費。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

29

76

105

28

845

873

29

991

1,020

28

969

997

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 岩手県安全
運転管理者
部会連合会
会費

職員  交通安全講習会開催　2回　参加者合計
100名

 交通安全講習会開催　１回参加者合計
40名

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 受講者数 安全運転管理者２人、副管
理者１人受講

3人７人７人７人

02 職場安全運転講習会の開催 新採用職員対象の講習会
開催

１回２回２回２回

03 公用車の交通事故件数 公用車の交通事故件数（発
見事故含む）

24件27件27件17件

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

公用車事故が月２回程度発生している

問題点・課題等

駐車場内での事故が多く、対策が必要

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

職員を対象とした交通安全講習会の内容を検討する。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 財務部財政課 ■担当係 管財係

147

評 価 事 業 名 称 北上地方交通安全協会事業主部会会費

020100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

安全運転意識普及。安全協会加盟事業主部会費。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

5

76

81

6

845

851

5

152

157

5

149

154

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上地方交
通安全協会
事業主部会
会費

市民  季節安全運動の周知　4回安全運転コン
クール、年末年始交通安全運動参加　1
回

 季節安全運動の周知　4回安全運転コン
クール、年末年始交通安全運動参加　1
回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 季節交通安全運動での啓発
活動

季節安全運動での啓発活
動を実施

４回４回４回４回

02 安全運転情報の発行 安全運転情報を庁内LANを
利用して職員へ周知

８回８回４回４回

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

公用車事故実例を掲示するなどして交通安全意
識の向上を図った。

問題点・課題等

職員のさらなる交通安全意識の醸成が必要であ
る。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

交通安全意識の醸成のため、庁内LAN等による啓発のほか、新た
な試みが必要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 生活安全係

300

評 価 事 業 名 称 交通指導員設置事業

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市交通安全計画

事 業 の
目 的 と 概 要

交通指導員による街頭指導、広報・啓発活動等の実施による地域交通安全活動の普
及・促進及び子供や高齢者に対する交通ルールの啓発と交通安全教育の充実・強化を
図る。交通安全思想の普及を図るとともに、正しい交通ルールの励行を指導し、交通事
故を防止するため指導員、専任指導員を設置するもの。　　　　　　　　　　　　　（指導員定
数70人、任期３年）　  　　　　　　　（専任指導員　２人）

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

11,918

3,635

15,553

12,362

4,887

17,249

12,433

5,165

17,598

8,297

7,191

15,488

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 交通指導員
設置事業

市民  ・広報、街頭指導・交通安全教室・交通
指導隊幹部会議

・広報・街頭指導・交通安全教室（34回、
延べ3,537人の参加）・出前講座(３回、
延べ148人の参加)・交通指導隊幹部会
議６回

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 交通指導員の活動日数 1人あたり交通指導員の活
動平均日数

96日98日97日94日

02 交通事故発生件数 交通事故発生件数162件228件190件214件

03 交通安全教室の実施回数 交通安全教室・出前講座の
延日数

34回167回171回190回

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通事故発生件数は減少している。

問題点・課題等

交通指導員の人数が定員に達しておらず、個々
人の活動の負担が大きい。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

交通事故撲滅のために継続的な活動が必要。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 生活安全係

301

評 価 事 業 名 称 交通安全関係負担金（事務局事務を含む）

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市交通安全計画

事 業 の
目 的 と 概 要

交通安全教育者である交通指導員の資質の向上を目的とする事業等を充実させ、交通
事故防止を図る。県内市町村の交通指導隊をもって構成し、交通指導員活動の一層の
充実を期し、交通事故のない社会実現のために実施する協議会事業、研修、運営に対
する負担金

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

208

1,755

1,963

196

461

657

195

381

576

212

2,086

2,298

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 岩手県交通
指導隊連絡
協議会負担
金

交通指導員連
絡協議会

・交通指導員研修等の開催・新任指導
員研修（年１回）・中堅交通指導員研修
（年１回）・活動事例研修（年１回）・理事
会年２回、総会１回

 ●交通指導員研修等の開催・新任指導
 員研修（年１回）・中堅交通指導員研修

（年１回）

02 北上地区交
通安全対策
連絡協議会
負担金

協議会 ・交通安全思想の普及啓発・交通安全
防災フェスタ開催・連絡会議（5回）、総
会（1回）・交通安全の集い2020開催・ラ
イト早め点灯街頭指導（年11回）

  ●交通安全思想の普及啓発活動・連絡
 協議会連絡会議（５回）・連絡協議会総

 会（１回）・交通安全の集い2020（12/21
  開催、約180人参加）・ライト早め点灯一

斉街頭指導（年10回）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 交通指導員の活動日数 1人あたり交通指導員の活
動平均日数

96日98日97日94日

02 交通事故発生件数 交通事故発生件数162件228件190件214件

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通事故発生件数は減少している。

問題点・課題等

交通事故撲滅のため、交通安全運動等は継続
する必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

交通事故撲滅のため、交通指導員の研修や近隣自治体との合同事
業等、継続的な活動が必要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 生活安全係

302

評 価 事 業 名 称 交通安全推進事業

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の実施義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称
交通安全対策基本法

関連計画の名称
北上市交通安全計画

事 業 の
目 的 と 概 要

交通事故のない明るい社会実現のため、交通安全意識の普及啓発活動等を実施。北上
市交通安全計画に基づき、国や県等が主催する各季節交通安全運動期間中に、管轄警
察署や交通安全関係機関・団体等と一体となって事業を実施。各地域の市民総参加によ
る交通安全運動の展開、交通弱者保護のための交通安全知識の普及と交通安全意識
の高揚を図るもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

780

3,434

4,214

437

3,919

4,356

543

4,726

5,269

1,321

2,161

3,482

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 交通安全推
進事業

市民 ・各季節交通安全運動の実施、啓発・各
地区等での季節交通安全運動の実施と
広報誌を活用した運動の周知・交通安
全教室の開催、広報、街頭指導（登下校
時の街頭指導）・懸垂幕の掲出・新入学
児童へのランドセルカバー等の配布

 ・各季節交通安全運動の実施、啓発・各
地区等での季節交通安全運動の実施
と、広報誌や公式ホームページ等を活

 用した運動の周知・専任交通指導員に
 よる交通安全教室の開催・交通指導員

による巡回広報活動、街頭指導（登下
  校時の街頭指導）・懸垂幕の掲出・新入

学児童へのランドセルカバー等の配布
（800枚）

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 交通事故発生件数 交通事故発生件数162件228件190件214件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通事故発生件数は減少している。

問題点・課題等

交通事故撲滅のため、交通安全運動等は継続
する必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

交通事故撲滅のため、交通安全意識の高揚を図るべく、継続的な
活動が必要。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 生活安全係

304

評 価 事 業 名 称 交通安全関係補助金（事務局事務を含む）

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
北上市交通安全計画

事 業 の
目 的 と 概 要

交通安全事業を行う団体に対して補助を行うことにより、団体で行う活動を充実させ、市
民の交通安全意識の高揚や、交通事故抑止対策を図る。市内各種団体で構成している
北上市交通安全対策協議会と、各地区母の会で構成している母の会連合会の活動を促
進させ、地域、家庭での交通安全思想の高揚をはかるため、北上市交通安全対策協議
会と母の会の事業等に対する補助。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

843

4,655

5,498

804

384

1,188

1,306

457

1,763

823

2,086

2,909

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 交通安全母
の会連合会
活動費補助
金

母の会連合会 ・各季節運動での児童生徒の街頭指
導・地域、家庭での交通安全意識の高
揚・夏季運動期間中冷茶サービス・小学
校での交通安全人形作り

・各季節運動における未就学児や児童
 生徒に対する交通街頭指導・地域や家
 庭での交通安全意識の高揚・夏季季節

運動期間中における冷茶サービス（交
通街頭啓発活動、口内・相去・江釣子地

 区の計３か所で実施）・小学校での交通
安全輪人形作り

02 北上市交通
安全対策協
議会補助金

協議会 ・交通安全対策の総合的計画的な推
 進・交通安全季節運動の実施（年５回）・

 無事故無違反コンクール・交通安全ポス
  ターコンクール・参加体験型実践教室・

 交通安全施設等改善要望・交通安全ぬ
 りえ・交通安全推進モデル地区事業

・交通安全対策の総合的かつ計画的な
  推進・交通安全季節運動の実施（年５

  回）・無事故無違反コンクール（216チー
 ム、1,276人の参加）・交通安全ポスター

 コンクール（小学校15校400点、中学校５
   校43点の応募）・交通安全施設等改善

要望上申（地域等要望155件、通学路関
 係要望17件）・交通安全推進モデル地

区事業（黒沢尻東、飯豊、藤根）

1/2

事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通事故発生件数は減少している。

問題点・課題等

交通事故撲滅のため、交通安全運動等は継続
する必要がある。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

交通事故撲滅のため、市民と協働で実施する交通安全運動等、継
続的な活動が必要。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 交通事故発生件数 交通事故発生件数162件228件190件214件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 まちづくり部地域づくり課 ■担当係 生活安全係

319

評 価 事 業 名 称 高齢者安全運転装置設置促進事業

090100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

後付けの急発進防止装置を設置した者に対して、装置の設置及び購入に要した費用の
一部を補助するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

69

1,863

1,932

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 高齢者安全
運転装置設
置促進事業

・後付けの急発進防止装置を設置した
65歳以上の者に装置の設置及び購入

 に要した費用の一部を補助・申請件数０
 件　・広報、ホームページなどで自動車

整備事業者等に周知した

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

申請件数 0件
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

申請者はいなかった。

問題点・課題等

国による補助制度が継続された。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

国の補助事業の実施状況に留意し、高齢者の交通安全対策のた
め、今後も継続した事業の実施が必要である。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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評 価 事 業 名 称 岩手県安全運転管理者部会連合会負担金

400100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

交通安全確保の推進、安全意識の啓発。事業所設置義務関係団体負担金

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

8

8

8

8

8

76

84

8

75

83

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 岩手県安全
運転管理者
部会連合会
負担金

岩手県交通安
全管理者部会
連合会

交通安全意識の周知徹底 交通安全意識の周知徹底

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 受講者数 安全運転管理者１名、副安
全運転管理者１名受講

２名２名２名
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達成状況の分析

交通安全の実施

問題点・課題等

市役所全体として設置すればよいのではないか

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 教育部総務課 ■担当係 施設係

104

評 価 事 業 名 称 北上地方交通安全協会事業主部会負担金

400100評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 美しい環境と心を守り育てるまちづくり

■基本施策 安全・安心な地域社会の構築

■施策 交通安全対策の推進

04

03

04

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

事業所の交通安全。事業所設置義務関係団体負担金

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

5

5

5

5

5

76

81

5

75

80

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上地方交
通安全協会
事業主部会
負担金

北上地方交通
安全協会事業
主部会

交通安全意識の啓蒙 交通安全意識の啓蒙
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通安全の実施

問題点・課題等

市役所全体として負担すればよいのではないか

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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